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公募要綱等に関する質問書に対する回答
令和４年１２月１３日公表

頁 Ⅰ 1 (1)

1 公募要綱 4 Ⅱ 5 市の役割
貸付対象範囲以外の敷地内樹木等の環境維持は、別途事業者への業務
委託発注を検討とあるが、事業者とは別の企業への発注ということ
か。また、環境維持に係る業務の詳細を確認したい。

「別途事業者への業務委託発注」とは、事業契約を締結した事業者と
協議の上で、本事業契約とは別に市から業務委託の発注を検討すると
いう趣旨です。
なお、「貸付対象範囲以外の敷地内樹木等の環境維持」とは、樹木管
理のみならず、貸付対象範囲以外の全ての環境維持（市が整備する散
策機能等も含む）を対象とします。

2 公募要綱 5 Ⅲ 1 貸付範囲面積・賃料
数年後に高地エリアの活用提案をする場合、途中から貸付範囲面積の
増減・変更は可能か。

高地エリアについて、数年後に活用提案が想定される場合は、その計
画を提案書及び事業計画書に記載してください。これを踏まえて市と
協議の上、貸付対象範囲等、事業用定期借地権設定契約の詳細につい
て決定します。
なお、事業期間途中で貸付範囲等の変更を行う場合は、市と協議の
上、事業計画書の変更と合わせて検討可能とします。詳しくは、事業
契約書（案）第10条、及び事業用定期借地権設定契約書（案）第19条
をご参照ください。

3 公募要綱 6 Ⅲ 2
造成工事の事前協議の

可否

事業者の提案内容を踏まえ、必要に応じ市と事業者により変更協議を
行うものとし、追加費用が発生する工事は事業者の責任及び費用負担
とあるが、提案前の事前協議は可能か。

提案前の事前協議は不可とします。

4 公募要綱 6 Ⅲ 3 最低貸付料 最低貸付料の算定根拠を教えてほしい。
最低貸付料は市が不動産鑑定士に本事業の公共性や地域特性等を踏ま
えた鑑定評価を依頼し、福岡市不動産価格評定委員会の意見を踏ま
え、決定することとしています。

5 公募要綱 6 Ⅲ 3 再評価貸付料
再評価貸付料が提案価格を大幅に上回り、事業収支計画に影響が出る
場合、どうなるのか。契約の破棄は可能か。

再評価貸付料の算定についても、質問回答No.4のとおりとします。
契約の解除については、事業契約書（案）第６章をご参照ください。

6 公募要綱 6 Ⅲ 4 数量の不足とは
Ⅲ公募の要綱、4その他（３）の事業対象地に数量の不足～、数量の
不足及び、契約の内容に適合しないことを発見とは、何をさしている
のか？

ご質問の「事業対象地に数量の不足その他事業用定期借地権設定契約
の内容に適合しないこと」は、事業契約書（案）別紙４事業用定期借
地権設定契約：第10条第３項の契約不適合責任のことを指しており、
目的物がその種類・品質・数量に関して契約の内容に適合しないこと
をいいます。
具体的には、「事業対象地に数量の不足」とは事業用定期借地権設定
契約に記載される事業対象地の面積が実測値に不足している場合等
を、「その他事業用定期借地権設定契約の内容に適合しないこと」と
は、例えば、事業対象地に埋没物、地中障害物、土壌汚染等がある場
合等を指します。

7 公募要綱 7 Ⅳ 2 (1)
散策機能を魅力的にす

る機能
市が整備予定の階段の仕様変更等の提案をした場合、貸付対象範囲に
算入されるのか。

市が整備予定の高地エリアの実施設計は、事業者選定後に実施予定で
す。このため、散策機能の仕様や貸付対象範囲については、事業提案
を踏まえて市と事業者との協議により決定することとします。

回答No 資料名等 項目
該当箇所
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8 公募要綱 7 Ⅳ 2 (1) 散策機能の詳細 平場スペースまでの仕様や手摺等の計画図は作成されているか。

市が整備予定の高地エリアの詳細な計画図は、現時点で未作成です。
具体的な整備内容は、事業者選定後に実施予定の実施設計において、
事業提案を踏まえて市と事業者との協議により決定することとしま
す。

9 公募要綱 9 Ⅳ 2 (3) 交通混雑対策 野立て看板の設置は可能か。
福岡市屋外広告物条例に基づく許可申請の他、関係法令・基準等を遵
守の上で計画してください。

10 公募要綱 9 Ⅳ 2 (3) 駐車スペース
駐車場40台のうち、身障者用の駐車スペースの規定があるか。 本事業独自の規定はありません。福岡市福祉のまちづくり条例等の関

係法令・基準等を遵守の上で計画してください。

11 公募要綱 9 Ⅳ 2 (3) 駐車スペース
駐車場の規定台数は最低40台とのことだが、敷地利用者の専用駐車場
も算入していいのか。

具体的な運用は事業者の提案によるものとしますが、本規定は、あく
までも地域の交通混雑の緩和に資する駐車場機能を確保するためのも
のであるため、本規定の趣旨を踏まえ、柔軟な運用等を考慮したご提
案をお願いします。

12 公募要綱 9 Ⅳ 2 (3) 駐車スペース
休日に40台の駐車スペースを確保できていれば、平日は駐車スペース
を40台未満でもよいのか。
（駐車場スペースを別用途に利用してよいのか。）

質問回答No.11をご参照ください。

13 公募要綱 9 Ⅳ 2 (3) 駐車場料金 駐車場の利用料金を無料として、他で入場料をとっていいのか

具体的な運用は事業者の提案によるものとしますが、本事業の駐車場
整備においては、地域の交通混雑の緩和に資するため、来訪者が幅広
く利用できるような機能を備えることを目的としております。このよ
うな趣旨を踏まえた上で、運営時間や料金体系等については、周辺の
既存駐車場の設定も考慮したご提案をお願いします。

14 公募要綱 9 Ⅳ 2 (3)
駐車スペースの時間制

限
駐車スペースも常時開放ではなく、営業時間で終了とする必要がある
か。

良好な駐車場環境を保持するために、適切な管理体制等を構築し、治
安の維持に努めることを前提として、具体的な運用は事業者の提案に
よるものとします。

15 公募要綱 9 Ⅳ 2 (3) 情報発信機能
情報発信機能を設ける場合、市が所有する観光パンフレットやPR動画
等を使用することは可能か。

可能です。
詳細は事業者決定後に市と協議してください。

16 公募要綱 10 Ⅳ 2 (3) トイレ設置条件数
施設利用者のみの利用を想定したトイレは設置条件基数に算入してよ
いのか。

施設利用者のみの利用を想定したトイレは、設置条件基数の算入対象
外とします。設置条件基数のトイレは、周辺エリアの来訪者が幅広く
利用できるようなトイレとしてご提案ください。
なお、一般利用に資するトイレの整備費用は市が一部負担しますが、
施設利用者のみが利用可能なトイレに関する設置費用は、事業者負担
とします。

17 公募要綱 10 Ⅳ 2 (3) 休憩スペース 休憩スペースについては、屋内、屋外どちらを想定しているか。
周辺エリアの来訪者が利用しやすい配置となるよう、事業者にてご提
案ください。
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18 公募要綱 11 Ⅳ 2 (3) 市の整備費
トイレの設置に係る費用（整備費）の詳細を教えていただきたい。
機器の材工以外に、電気工事や機械設備工事も市の負担範囲と考えて
良いか。

市が負担するトイレ整備費について、現時点で想定している費用は以
下のとおりです。
・壁、床、天井仕上げ
・トイレブース設置工事
・トイレ内の照明設備工事
・トイレ内の給排水設備工事
・衛生器具設備工事
なお、最終的な負担費用は、整備費負担上限額の範囲内で事業者提案
を踏まえて市と事業者との協議により決定することとします。

19 公募要綱 11 Ⅳ 2 (3) 浄化設備の有無 井戸水の浄化設備の要・不要はどのように判断するのか。
事業者により掘削及び水質検査を行った結果を踏まえ、市と事業者と
の協議により決定することとします。

20 公募要綱 12 Ⅳ 2 (3) 住民対応リスク
事業者決定後の事業実施にあたり、地元住民への説明会等において市
も同行いただけるのか。

本事業の実施にあたっては市と事業者との連携により、住民説明等を
行うこととしています。

21 公募要綱 13 Ⅴ 2 地場企業の取扱い
複数企業による連合体で応募する場合、地場企業が代表企業となる必
要があるのか。

必ずしも地場企業が代表企業となる必要はありません。
なお事業者が直接発注する設計・監理業務、建設業務及び維持管理業
務に地場企業が一社以上含まれるようにしてください。

22 公募要綱 21 Ⅶ 3 ヒアリング
プレゼン方式か。構成企業の社員が代表でヒアリングに出席してもよ
いのか。

具体的な実施方法は未定ですが、企業等連合体の場合は少なくとも代
表企業に所属する担当者の出席は必須とする予定です。

23 公募要綱 23 Ⅷ 5
建設期間中に使用する
貸付範囲以外の区域

建設期間中に使用する貸付範囲以外の区域について、算入の詳しい規
定・方法について知りたい。

具体的な規定・方法については、想定される使用程度を踏まえ、事業
者選定後に協議により決定します。

24 公募要綱 23 Ⅷ 5 貸付料
土地一時賃貸借時と定期借地時で提案価格に差を設けても良いのか。
高地活用エリア、低地活用エリアとで差を設けても良いのか。

提案時においては、いずれの貸付料についても、同一の提案価格とし
ます。
最低貸付料は市が不動産鑑定士に本事業の公共性や地域特性等を踏ま
えた鑑定評価を依頼し、福岡市不動産価格評定委員会の意見を踏ま
え、決定することとしています。

25 公募要綱 26 Ⅷ 7 転貸の事前協議の可否 転貸は事前に市の承諾が必要とあるが、提案前の事前協議は可能か。

提案前の事前協議は不可とします。
借地権の譲渡又は転貸については、事業者選定後に市と事業者の協議
により決定することとし、市の承諾については、公募要綱：Ⅷ７(８)
をご参照ください。また、各契約における借地権の譲渡又は転貸に関
する規定は事業用定期借地権設定契約書（案）第７条、賃借権の譲渡
又は転貸に関する規定は土地一時賃貸借契約書（案）第７条をご参照
ください。
なお、提案施設の第三者への賃貸に関する規定は、事業契約書（案）
第31条をご参照ください。
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回答No 資料名等 項目

該当箇所
質問

26 別紙４
民間活用範囲と

市整備の取り合い
民間活用提案範囲（貸付対象）に散策機能（市整備）が一部除外され
ていても、市は高地エリア上部までの散策機能を整備するのか。

提案内容に関わらず、市は高地エリア上部までの散策機能の整備を予
定しており、具体的な仕様や整備範囲は、事業提案を踏まえて市と事
業者との協議により決定することとします。

27 別紙4 市の散策機能
事業者が高地エリアを活用しないとなった場合も、市は散策機能を整
備するのか

回答No.26をご参照ください。

28 別紙４ 面積計算方法
低地エリア（3704.27㎡）で民間活用しない範囲を、貸付対象範囲面
積から除外することは可能か（砂浜を使わないなど。）
範囲の境界設定について規定はあるか。

低地エリアについては、基本的に全域を貸付対象範囲とします。
ただし、砂浜部分においては、事業者が活用をしない等特段の理由が
ある場合には、貸付面積について、市と事業者との協議により決定す
ることがあります。

29 別紙４
敷地外平場スペースの

活用可否
高地エリア上部の平場は敷地内のみ活用提案が可能なのか。
平場一帯を活用することは可能か。

高地エリアは私有地が隣接しているため、事業対象地内での活用を前
提にご提案ください。

30 別紙4 市の計画範囲 平場と海側の傾斜地前に手すり等の計画はあるか。 回答No.26をご参照ください。

31 別紙4 市の散策機能
高地エリアの上部平場の整地や海が見えるように樹木伐採はされるの
か。

自然公園法の規定を遵守した上で、事業者選定後の協議により、必要
に応じて検討します。

32 別紙6 造成工事の詳細

造成後の仕上げ範囲と仕様を知りたい。
横断図は、一部アスファルト舗装のように見えるが、費用はみられて
いるのか。
市の工事として費用をみている項目を教えていただきたい。

アスファルト舗装費用は市の負担費目に含まず、事業者の負担としま
す。
なお、低地エリアの造成工事について現時点で予定している工種は以
下のとおりですが、仕上げ範囲や仕様については、事業者選定後に、
事業提案を踏まえて市と事業者との協議により決定することとしま
す。

【造成工事の工種（予定）】
土工、擁壁工、護岸工、排水工、乗入部改良　等

33 別紙6 平面図
図面上、造成部分にφ1000の管が途切れた形でありますが、この処理
はどのようにするのでしょうか？

市が造成する際に漁港用地まで延伸し排水する予定としており、詳細
は実施設計で決定します。なお管理については市で実施します。

34 様式集 3 企業名の記載
代表企業及び構成企業の企業名及び企業名を類推できる記載はしない
とあるが、代表企業や構成企業以外の協力会社やテナント企業の企業
名は記載しても問題ないか。

代表企業及び構成企業以外の企業については、記載制限はありませ
ん。

35 様式集 4 提出書類 関心表明の提出は必須か。 必須ではありません。
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回答No 資料名等 項目

該当箇所
質問

36 その他 事業計画
段階的にコンテンツを追加していくことは可能か。
（供用開始から５年後に〇〇を開始等）
定借期間中の一部事業の中止は可能か。

質問回答No.2をご参照ください。
事業期間途中で事業計画書の変更を行う場合は、市と協議の上、市の
承諾を得てください。詳しくは、事業契約書（案）第10条をご参照く
ださい。

37 その他 電気工事
電気はどこまで通っているのか。
駐車場整備やトイレまでの電気引込工事は全て事業者負担なのか。

前段については、事業者により確認してください。
後段については、公募要綱：Ⅳ提案条件及び質問回答No.18において
記載している市の負担内容以外は事業者の負担とします。

38 その他 テナント貸しの可否 施設内にテナントを入れることは可能か。
一定の条件を満たした場合は可能です。詳細は、事業契約書（案）第
31条をご参照ください。

39 その他 市の整備負担範囲
駐車スペースの舗装や機器設備、電気引込の工事金額の事業者負担が
大きいと感じるが、トイレ・井戸・浄化槽以外の市の整備費負担はな
いのか。

原案のとおりとします。

40 その他 建物登記について
本敷地に建築した建物は登記する必要があると考えてよいか。
また、トイレ棟を建築した場合、公共性のある建物と考えられるが固
定資産税の減額、免除はあるのか。

前段については、本敷地に整備される民間施設の登記有無について
は、特段の規定はありません。なお、借地権又は賃借権の設定に係る
登記については、事業契約書（案）別紙４：事業用定期借地権設定契
約書（案）第1条第2項、別紙５：土地一時賃貸借契約書（案）第1条
第２項の規定をご参照ください。
後段については、当該トイレ設置にかかる固定資産税の減免措置等は
ありません。
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